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平成22年度版の水道統計に記載された全国水道事業者の配水管（本管＋支管）に関するデータを用いて，

地震に対する弱さを定量化した「脆弱性指数」を集計し，脆弱性指数と種々の統計指標との関連や，埋設

管の耐震適合性を考慮した管種区分の変更（平成19年度以降）が脆弱性指数評価に及ぼす影響について考

察を行った．また，脆弱性指数のばらつきを地域格差ととらえ，経済学分野で用いられるジニ係数を用い

てその定量的評価を行った．さらに，平成6～22年度版の水道統計を用いて，脆弱性指数および耐震化率

の経年推移を示して長期トレンドに関する考察を行った． 
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1.  はじめに 
 

わが国では，これまでの多数の既往被害の教訓を活か

してライフライン系の地震対策が進められてきた．特に

1995 年兵庫県南部地震のインパクトは大きく，これを

契機に対策が強化されてきた．上水道システムに関して

は，厚生労働省は 2004年 6月に「水道ビジョン 1)」を公

表し，基幹施設を中心とした水道施設の耐震化の推進を

主要施策の一つとして挙げ，基幹管路の耐震化率 100%

の目標を掲げている．これを受ける形で，管路やその他

の水道施設の耐震化の促進を図ることを目的とする検討

が実施され 2)-3)，「水道の耐震化計画等策定指針 4)」が策

定されるに至った． 

筆者らは，阪神・淡路大震災以降のライフライン施設

の地震時脆弱性の改善程度や水道事業者ごとの格差，全

国的にみた地域分布などの定量的把握を目的として，埋

設管路施設の脆弱性指数を定義し 5)，その簡易評価法を

提案した 6)．さらに，上水道システムを対象として，平

成 17年度版「水道統計（施設・業務編）7) 」の統計デー

タに基づいて，全国の現状と経年変化の状況について比

較・考察した 6) ． 

 同様の趣旨に基づいて，本研究では，平成22年度まで

の水道統計データを追加し，配水管路網の脆弱性指数の

再評価を行ったものである．再評価にあたっては，いく

つかの新たな視点から分析を行うこととした． 

第一点目として，配水管路網の耐震性評価に関する情

勢2)-4)を踏まえていくつかの管種について耐震適合性を

有すると判断されたことを受け，平成19年度以降，管種

区分が変更されたことを考慮した脆弱性指数評価を行う．

具体的には，管種区分変更を反映しない（耐震適合性を

考慮しない）従来評価に加えて，管種区分変更を反映し

た（耐震適合性を考慮した）評価を新たに行い，管種区

分変更が及ぼす影響について考察する．これについては

2.と4.で述べる． 

第二点目として，水道統計に記載の統計データから，

全国水道事業者の配水管路網を表すいくつかの特性値を

抜粋（配水管延長，給水面積，給水人口）もしくは導出

（配水管密度，給水人口一人あたり配水管延長）し，脆

弱性指数との関連について考察する．これについては3.

と4.で述べる． 

第三点目として，脆弱性指数のばらつきを地域格差と

とらえ，経済学分野で用いられるローレンツ曲線とジニ

係数を用いて，全水道事業者間の格差，都道府県間の格

差，および都道府県内の水道事業者間の格差について定

量的評価を試みる．これについては5.で述べる． 

 第四点目として，平成6～22年度版の水道統計を用い
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表-1 水道埋設管の管径係数
dC と管種係数

pC （文献
9)
に加筆） 

管径 (mm) 管径係数  管種 管種係数 

～φ75 1.6 CIP 鋳鉄管  1.0 
φ100～150 1.0 DIP ダクタイル鋳鉄管（普通継手：A型, K型, T型） 0.3 

 φ200～250 0.9 DIP ダクタイル鋳鉄管（耐震継手：S型, SⅡ型） 0.0 
φ300～450 0.7 SP   溶接鋼管 0.3* 
φ500～600 0.5* SGP   ねじ継手鋼管  4.0* 
φ700～1000 0.4# VP   硬質塩化ビニル管 1.0 
φ1100～ 0.2# ACP   石綿セメント管 2.5* 

 

て，脆弱性指数および耐震化率の経年推移を示し，長期

トレンドおよび耐震適合性の及ぼす影響に関する考察を

行う．これについては6.で述べる． 

 

 

2.  脆弱性指数の評価方法 
 

(1) ライフライン埋設管路の被害予測手法 

 埋設管路の被害箇所数を予測する場合，被害率（被害

箇所数／布設延長距離）を求める被害率関数が用いられ

ることが多い．地震動強度（最大加速度，最大速度，SI

値など）の関数として規定される標準被害率を設定し，

管種・管径・地盤条件に応じて定められた補正係数を乗

じて求められる 8)． 

 高田ら 9)は，兵庫県南部地震による水道管路被害デー

タに基づいて，直下型地震特性を考慮した管路及び属具

（空気弁，制水弁，消火栓など）の被害予測手法を提案

した．管路の被害分析の結果得られた管径係数および管

種係数を表-1 に示す 9) ．管径についてはφ100～150mm

を，管種については鋳鉄管を基準としてそれぞれの補正

係数を 1.0 としている．一部の管径・管種区分では，布

設延長距離が短いため，分析結果の信頼性が低く，文献
9)では参考値として扱われている（*印を付けて表示）．

なお文献 9)では，φ600 を超える管径区分の記載がない

ため，表-1 では他の評価事例を参考にして補完して表

示している（#印を付けて表示）6)． 

 

(2) 脆弱性指数の評価式 

鈴木ら 5) は，上記予測手法のうち「脆弱性」を表す要

素に注目して，「脆弱性指数V 」という指標を提案し

た．これは，管径係数と管種係数との積を，対応する管

径・管種別の布設延長距離で重み付けして平均して求め

られるもので，値が大きいほど脆弱性が高く，被害を受

けやすいことを示す． 

 
i jd p ij

i j

ij
i j

C C L

V
L





 (1) 

ここに，
idC ：管径区分i の補正係数， 

jpC ：管種区分 j の補正係数， 

ijL  ：管径・管径別の布設延長距離． 

 

式(1)では管径・管径別の布設延長距離のクロス集計

表が必要である．しかしその収集は一般的には困難であ

るため，管径別および管種別の集計データに基づいて，

式(2)による脆弱性指数 Vpdで代用する簡易評価法が提案

さており 6)，本研究ではこれを用いる． 
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 (2) 

ここに， dV ：管径別脆弱性指数， 

pV ：管種別脆弱性指数， 

ij
j

L ：管径別布設延長距離， 

ij
i

L ：管種別布設延長距離． 

 

(3) 水道統計の記載内容の変遷とその扱い 

水道統計 7)の管径区分について述べる．導水管および

送水管については，300mm未満から 2000mm以上の 6区

分，配水本管（直接給水装置を分岐しないもの）および

配水支管（直接給水装置を分岐するもの）については，

50mm未満から 2000mm以上の 25区分となっている．管

種区分については，平成 20 年度版以降，表-2 の左欄に

示すように，管種別は 9種類で，継手種別とあわせると

16区分となっている． 

過去を遡って平成 2～22 年度版における記載事項を見

ると，主要な相違点は次のとおりである． 

1) 平成 2～5年度においては，布設延長距離について，

導水管・送水管・配水本管・配水支管の区別がなさ

れていない．平成 6年度以降は区別されている． 
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表-2 平成 22年度水道統計 7)における管種区分と脆弱性指数の評価に用いた管種係数
pC  

管種 管種係数 
（耐震適合性を考慮

せず：H17ベース） 

管種係数 
（耐震適合性を考慮） 

CIP     鋳鉄管 1.0 1.0 
DCIP  ダクタイル鋳鉄管（耐震型継手を有する） 0.0 0.0 
DCIP  ダクタイル鋳鉄管（K形継手等を有するもののうち 

良い地盤に布設されている） 
0.3 0.0 

DCIP  ダクタイル鋳鉄管 (上記以外・不明なものを含む） 0.3 0.3 
SP       鋼管（溶接継手を有する） 0.3 0.0 
SP       鋼管（上記以外・不明なものを含む） 4.0 4.0 
ACP   石綿セメント管 2.5 2.5 
VP     硬質塩化ビニル管（RRロング継手等を有する） 1.0 0.0 
VP     硬質塩化ビニル管（RR継手等を有する） 1.0 本管 1.0 支管 0.0 

VP     硬質塩化ビニル管（上記以外・不明なものを含む） 1.0 1.0 
CP     コンクリート管   
LP     鉛管   
PE    ポリエチレン管（高密度，熱融着継手を有する）   
PE    ポリエチレン管（上記以外・不明なものを含む）   
SUS  ステンレス管（耐震型継手を有する   
SUS  ステンレス管（上記以外・不明なものを含む）   

 

                            

2) 平成 2～5年度においては，ダクタイル鋳鉄管の耐震

継手と非耐震継手の区別がなされていない．平成 6

年度以降は区別されている． 

3) 平成 2～16 年度においては，鋼管とポリエチレン管

について，耐震継手と非耐震継手の区別がなされて

いない．平成 17年度以降では区別されている． 

4) 平成 19 年度版以降，ダクタイル鋳鉄管で K 形継手

等を有するもののうち良い地盤に布設されているも

のと，硬質塩化ビニル管のうち RR ロング継手を有

するものとが区別されている． 

5) 平成 20年度版以降，硬質塩化ビニル管のうち RR継

手等を有するものが区別されている． 

上記の 4), 5)の背景は以下のとおりである．「平成 18

年度 管路の耐震化に関する検討会報告書 3)」において，

導水管，送水管，配水本管を「基幹管路」，配水支管を

「それ以外の管路」と位置付け，基幹管路には高い安全

性を確保すべきとした．そのうえで，管路被害の実績デ

ータや水道管業界団体による仕様データ，水道事業体か

らのヒアリング結果等に基づいて，耐震性能への適合性

について整理が行われている．基幹管路・配水支管の 2

区分とレベル 1・レベル 2地震動の 2区分で整理されて

いるが，配水支管とレベル 2地震動の組み合わせについ

ては「システムとしての代替性の確保，多重性等により

総合的に達成されるものであると考えられることから，

整理から除外」とされている．表-3 にその検討結果を

抜粋してまとめて記載する． 

 

(4) 平成22年度版による脆弱性指数の評価方針 

平成 22年度水道統計 7)に記載された全国 1,541の上水

道事業者を対象とした脆弱性指数の評価方針について説

明する．実際に評価対象とするのは所要データがそろっ

ている 1,435 事業者である．本研究では，基幹管路に分

類される配水本管に配水支管をあわせて，配水管全体と

して扱う．評価にあたっては，表-1 に管種係数が設定

されていない管種（コンクリート管，鉛管，ポリエチレ

ン管，ステンレス管，その他，の 5区分）については，

布設延長距離が短く，全体の評価には大きく影響を及ぼ

さないと判断されることから，評価の対象外とする． 

管種係数については，前報 6)との連続性を考慮して，

平成 17 年度版当時の分類に従った設定に加えて，上述

の耐震適合性に関する検討結果を考慮した設定を行う．

表-2 右欄に示すように，ダクタイル鋳鉄管（K 形継手

等），鋼管（溶接継手），硬質塩化ビニル管（RR ロン

グ継手等）の係数を 0.0 にしたほか，配水支管について

は，硬質塩化ビニル管（RR 継手等）についても 0.0 と

した．表-3 では耐震適合性についてやや慎重な記載が

なされている点を考慮すると，これらの設定では脆弱性

指数を過小評価する可能性を含んでいる．しかしここで

は，平成 17 年当時の設定とあわせて評価値の幅を抑え

る目的で，こうした設定とした． 
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表-3 配水支管・基幹管路の管種・継手ごとの耐震適合性（文献 2)より抜粋して作成） 

 

管種・継手 

配水支管が備えるべき耐震性能 基幹管路が備えるべき耐震性能 

レベル 1地震動 レベル 1地震動 レベル 2地震動 

個々に軽微な被害が生じてもそ

の機能保持が可能であること 
原則として無被害

であること 
個々に軽微な被害が生じてもそ

の機能保持が可能であること 

ダクタイル鋳鉄管 
(NS 形継手等)

○ ○ ○ 

同  (K 形継手等) ○ ○ 注 1) 

同  (A 形継手等) ○ △ × 

鋳鉄管 × × × 

鋼管(溶接継手) ○ ○ ○ 

配水用ポリエチレン管 
(融着継手)  注 2)

○ ○ 注 3) 

水道用ポリエチレン二層管 
(冷間継手)

○ △ × 

硬質塩化ビニル管 
(RRロング継手)  注 4)

○ 注 5) 

同   (RR 継手) ○ △ × 

同    (TS 継手) × × × 

石綿セメント管 × × × 

注 1)：ダクタイル鋳鉄管（K 形継手等）は，埋立地など悪い地盤において一部被害は見られたが，岩盤・洪積層などにおいて，低い被害率を示してい

ることから，良い地盤においては基幹管路が備えるべきレベル2 地震動に対する耐震性能を満たすものと整理することができる． 

注 2)：配水用ポリエチレン管（融着継手）の使用期間が短く，被災経験が十分ではないことから，十分に耐震性能が検証されるには未だ時間を要する

と考えられる． 

注 3)：配水用ポリエチレン管（融着継手）は，良い地盤におけるレベル 2地震（新潟県中越地震）で被害がなかった（フランジ継手部においては被害

があった）が，布設延長が十分に長いとは言えないこと，悪い地盤における被災経験がないことから，耐震性能が検証されるには未だ時間を

要すると考えられる． 

注4)：硬質塩化ビニル管（RR ロング継手）は，RR 継手よりも継手伸縮性能が優れているが，使用期間が短く，被災経験もほとんどないことから，十

分に耐震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられる． 

注5)：硬質塩化ビニル管（RR ロング継手）の基幹管路が備えるべき耐震性能を判断する被災経験はない． 

3.  統計諸量による全国水道事業者の特徴の分析 

 

脆弱性評価に先立ち，ここでは平成 22 年度版「水道

統計（施設・業務編）7) 」の基礎統計データの分析に基

づいて全国水道事業者の特徴を概観しておく．はじめに

配水管延長（本管＋支管）L [km]および現在給水人口 N 

[人]の分布をそれぞれ図-1と図-2に示す．図中のポリゴ

ンは，国土数値情報ダウンロードサービス 10)で提供され

ている「上水道関連施設データ」の給水区域データを水

道事業者ごとに統合したものである．人口の集中する都

市部においては，配水管延長が長く給水人口が多いのは，

いわば当然のことであるが，給水区域の現在給水面積 A 

[km2]は水道事業者によって様々であるから，相対比較

を可能とするために， 

 

配水管密度 ρ [km/km2]  = L / A (3) 

給水人口 1人あたり配水管延長 Lpc  [m/人]＝1000L / N (4) 

 

を求めた．それらの分布を図-3と図-4に示す．  

図-5 に現在給水人口 N と配水管密度 ρとの関係を示

す．配水管密度 ρはネットワーク形態と関連し，密であ

れば面的に，疎であれば線的にネットワークが展開して

いることを示唆する．図-5 より明らかにシステム規模

依存性が認められる．小規模システムでは配水管密度の

幅は広く，おおむね 1～25 km/km2の範囲であり，全国平

均値は 6.68 km/km2である．現在給水人口が 100万人以上

の大規模システムは，10 km/km2 以上の高い配水管密度

を持つことがわかる．仮想的に等価な配水管密度を持つ

正方形グリッド型のネットワークを考え，その布設ピッ

チを d [m]とすると，配水管密度 ρ との関係は，簡単な

考察から d=2000/ρで与えられることがわかる．したがっ

て上記の配水管密度の範囲は等価正方形グリッドで

2,000～80m ピッチに相当し，その全国平均値は 299.4m

である． 

 現在給水人口 N と給水人口 1 人あたり配水管延長 Lpc

との関係を図-6 に示す．Lpcの全国平均値は 4.95m であ

るが，ここでもシステム規模依存性が顕著である．給水

人口が数千人以上の規模においては，およそ 2～30m の

範囲にあり，小規模になるほど長く，大規模になるほど

短くなる傾向がある．給水人口 100 万人以上では 3.7m

以下となっており，スケールメリットによる効果と解釈

することができる． 
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図-1 配水管延長（本管＋支管）Lの分布            図-2 現在給水人口Nの分布 

 

  

図-3 配水管密度 ρの分布             図-4 給水人口 1人あたり配水管延長Lpcの分布 
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(a) 耐震適合性を考慮せず                     (b) 耐震適合性を考慮 

図-7 脆弱性指数Vpdの分布 
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図-8 耐震適合性を考慮しない脆弱性指数と考慮した脆弱性指数との関係 

                   

4.  全国水道事業者の脆弱性指数の評価と考察 

 

(1) 全国水道事業者の脆弱性指数の分布とその特徴 

算出した脆弱性指数 Vpdの分布を図-7に示す．0.2から

1.8 程度の範囲でばらついており，レンジ幅は 9 倍以上

に及ぶ．全国平均では，耐震適合性を考慮しないケース

で 0.741，考慮したケースで 0.626となった．地域格差が

大きいことがわかるが，これについては次章で考察する． 

耐震適合性を考慮しない脆弱性指数と考慮した脆弱性

指数との関係を図-8 に示す．耐震適合性により管種係

数が低減される管種（表-2 参照）を多用している水道

事業者では脆弱性指数が著しく低減されている．一方，

極端に高い脆弱性指数を示す水道事業者を含めて，ほと

んど変化のないケースも多数あることがわかる． 

 

(2) 脆弱性指数に関する考察 

ここでは，耐震適合性を考慮しないケースを対象とし

て，脆弱性指数 Vpdと前章で示した統計諸量との関係に

ついて考察する．図-9 は配水管延長 Lと Vpdの関係を示

す．ばらつきがかなり大きいものの，大規模システムほ

ど Vpdは小さくなる傾向が認められる．しかし，この因

果関係を説明する要因としては根拠に欠けるといわざる

を得ない．これは例えば，2 つの水道事業者を合併・統

合して配水管延長が長くなったとしても，脆弱性指数は

両者で平均化されるだけであって，低減しないことから

も明らかである．そこでネットワーク施設整備の効率性
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図-11 配水管密度 ρと脆弱性指数Vpd（耐震適合性を考慮せず）との関係 

 

という観点から，この因果関係の説明を試みる． 

 図-10 は給水人口 1人あたり配水管延長 Lpcと Vpdの関

係を示す．Lpcが 10m 以上の領域では飽和しているが，

それより短い領域では配水管延長が短いほど Vpdが低い

傾向が認められ，Lpcの平均値 4.95m以下で特に顕著であ

る．上述のスケールメリットにより給水人口 1人あたり

に必要な配水管布設コストが削減でき，良質の管種を採

用する余裕があるものと推察される．逆にいえば，Lpc

が短く Vpdが高い状況下では，布設替えの効率の高さを

生かして良質の管種の採用を推進することが望ましい． 

図-11 は配水管密度 ρ と Vpdの関係を示したものであ

る．弱い負の相関がみられるが，ばらつきは非常に大き

い．図-5 に示したように，小規模システムであっても，

現在給水面積 A が狭隘な場合には配水管密度は高くな

るためである．そこで，Vpd を管路の質的指標，配水管

密度 ρをネットワークの質的指標と捉えると，この二軸

によるクラス分けにより，システムの特徴を位置付ける

ことができると考えられる．すなわち，右下の領域は面

的ネットワークで頑健，右上は面的ネットワークで脆弱，

左下は線的ネットワークで頑健，左上は線的ネットワー

クで脆弱，と分類できる． 

 

(3) ライフライン地震時機能被害・復旧予測モデル適用

のための等価震度の算出 

能島らは，兵庫県南部地震の被災事例に基づいて供給

系ライフライン地震時機能被害・復旧予測モデルを開発

した 11)．これは，計測震度のみを説明変数として初期断

水率とその後の復旧曲線を予測するものである．その予

測精度の改善を目的として，地域固有のライフライン施

設の脆弱性やライフライン事業者の地震防災対策の効果

を考慮できるような改良が進められている．上水道シス

テムに関しては，脆弱性指数 Vpdに基づいて計測震度 I0
を次式により等価震度 Ieq に変換して予測モデルに適用

する方法をとっている 5) , 12)． 

 
0 100.647 log

0.446
pd

eq

V
I I    (5) 

式中の 0.446 という値は，予測モデル構築の基礎データ

とされた兵庫県南部地震の被災地域における水道事業者
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(a) 耐震適合性を考慮せず                    (b) 耐震適合性を考慮 

図-12 計測震度を等価震度に変換するための震度増分値 

                 

の配水管の平均的な脆弱性指数である．これと評価対象

地域の配水管の脆弱性指数 Vpdとの比に基づく変換式と

なっている．本研究では，右辺第二項を震度増分値と呼

ぶ． 

図-7 の脆弱性指数分布に基づいて，震度増分値の分

布を求めた結果を図-12 に示す．図-7 の Vpdが倍率で 9

倍程度のレンジを持つため，式(5)より等価震度差のレ

ンジは 0.6 程度となる．同一の計測震度であっても，配

水管の脆弱性を考慮して予測モデルを適用する場合には，

震度階級の「強弱」以上の差が出る可能性があることを

意味する． 

これまでの適用事例では，便宜的に，都道府県単位 12)

あるいは複数県を含む地域単位 13)での脆弱性指数の集計

結果に基づいてモデル適用を行ってきた．しかし本研究

により図-12 をメッシュデータ化できたので，本来ある

べき水道事業者単位での評価が可能となった．これによ

り地震直後の初期断水率よび復旧曲線の評価精度の改善

が期待される． 

 

 

5.  脆弱性指数の地域格差に関する考察 

 

(1) ローレンツ曲線とジニ係数 

 図-7 および図-8 に示したように，全国水道事業者の

配水管の脆弱性指数には大きな格差がある．ここではそ

の地域格差について定量的に考察するため，ジニ係数 14)

という指標の考え方を導入する．ジニ係数とは，所得格

差による不平等さを表すために使われている経済学分野

の指標である．世帯を所得の少ない順に並べ，横軸に世

帯数の累積相対度数，縦軸に所得の累積相対度数をとっ

たグラフはローレンツ曲線と呼ばれる．一対一を表す

45 度線とローレンツ曲線との間の面積を 2 倍するとジ

ニ係数が得られる．ジニ係数は 0 から 1 の値をとり，0

に近いと所得格差が小さく，1 に近いと所得格差が大き

いことを表す． 

 

(2) 全国水道事業者間の格差 

本研究では，横軸に配水管延長の累積相対度数，縦軸

に脆弱性指数の累積相対度数をとったローレンツ曲線を

算出した．全国水道事業者を対象とした結果を図-13 の

実線で示す．耐震適合度を考慮しないケース（青）より

も考慮したケース（赤）の方が下に凸の形状が強調され

ており，これに基づいてジニ係数を算出すると，それぞ

れ 0.264および 0.312となった．耐震適合性を考慮するこ

とにより脆弱性指数が全体的に低減され，格差が縮小す

ることが期待されたが，逆に格差が拡大している．図-7

および図-8 に示したように，耐震適合性が認められた

配水管を採用している水道事業者と，採用していない水

道事業者との格差が開くことが影響していると考えられ

る．ジニ係数としては特に大きな値ではないが，地域格

差を定量評価することができた． 

 

(3) 都道府県間の格差 

より広域的な地域格差について考察するため，都道府

県単位での配水管の脆弱性指数 Vpdの集計を行った結果

を図-14に示す（後出の図-16では縦軸にこの Vpdをとっ

ている）．脆弱性指数 Vpdのレンジは，耐震適合性を考

慮しないケースで 0.234（東京都）～1.277（長崎県），
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図-13 配水管の脆弱性指数Vpdと配水管延長Lに関するローレンツ曲線 
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図-14 都道府県ごとの配水管の脆弱性指数Vpd（耐震適合性を考慮しないケース＋考慮したケース） 

0.E+00

5.E+06

1.E+07

2.E+07

2.E+07

3.E+07

3.E+07

4.E+07

4.E+07

東
京

都

大
阪

府

兵
庫

県

埼
玉

県

富
山

県

山
形

県

神
奈

川
県

栃
木

県

広
島

県

石
川

県

青
森

県

長
野

県

福
岡

県

京
都

府

北
海

道

福
井

県

千
葉

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

奈
良

県

岩
手

県

山
口

県

宮
城

県

沖
縄

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

福
島

県

滋
賀

県

愛
媛

県

徳
島

県

群
馬

県

香
川

県

新
潟

県

熊
本

県

岡
山

県

秋
田

県

茨
城

県

岐
阜

県

高
知

県

大
分

県

佐
賀

県

宮
崎

県

島
根

県

山
梨

県

鹿
児

島
県

長
崎

県

配
水

管
延

長
(m

)

配水管延長計(m)

 

図-15 都道府県ごとの配水管延長L 

 

耐震適合性を考慮したケースで 0.229（東京都）～1.202

（長崎県）となっており，いずれも 5倍以上の開きがで

ている．また配水管延長を都道府県ごとに集計した結果

を図-15に示す． 

これらをもとにローレンツ曲線を図-13 の点線のよう

に求め，ジニ係数を算出した．耐震適合性を考慮しない

ケース（青）で 0.140，考慮したケース（赤）で 0.132と

得られた．都道府県間では，都道府県内の格差が平均化

されるため，ジニ係数のとる値は相対的に小さく，耐震

適合性の考慮によりわずかに減少している． 

 

(4) 都道府県内の水道事業者間の格差 

各都道府県内における水道事業者間の格差について考

察するため，都道府県ごとにローレンツ曲線を求め，ジ

ニ係数を算出した．図-16 は横軸をジニ係数とし，縦軸

を図-14 の脆弱性指数とした散布図である．地域ごとに
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(a) 耐震適合性を考慮せず                     (b) 耐震適合性を考慮 

図-16 都道府県ごとのジニ係数と脆弱性指数Vpdとの関係 

 

色分けしたプロットで示している．ジニ係数のレンジは，

耐震適合性を考慮しないケースで 0.069（東京都）～

0.305（埼玉県），考慮するケースで最小値は 0.067（東

京都）～0.379（岐阜県）でとなっている． 

まず耐震適合性を考慮しない図-16(a)に着目する．左

下の孤立したプロットは東京都であり，この他で脆弱性

指数の低いのは，図-14 からもわかるように，大阪府，

兵庫県，埼玉県となっている．九州・沖縄地方の県は左

上に布置されるものが多い．脆弱性指数は高く県内格差

が小さい（換言すれば，おしなべて脆弱である）傾向を

示している．中国・四国地方もこれに準じた傾向を示し

ており，脆弱性が高い 8県のうち山梨県を除く 7県は九

州・中国・四国地方で占められている．北海道・東北地

方については，脆弱性指数，ジニ係数ともに中間的な傾

向を示す． 

次に耐震適合性を考慮しない図-16(b)に着目する．プ

ロットが全体的に右下にシフトした形（脆弱性指数が小

さく，ジニ係数が大きい）となっていおり，図-14 にみ

られる脆弱性指数の下げ幅が大きいほど，ジニ係数の増

加幅も大きい傾向を示す．しかし基本的傾向はあまり変

わらず，ここでも九州・中国・四国地方の県が左上に多

く布置されている．  

 

 
6. 水道統計（平成 6～22 年度）に基づく脆弱性指

数と耐震化率の経年推移 

 

ここでは，過去の水道統計 7)を遡って調査し，全国の

脆弱性指数および耐震化率の経年推移を明らかにする．

2.(3)で述べたように，水道統計の管種区分は年々変化し

ているので，平成 6～17 年度を対象とした前報 6)では，

平成 16 年度以前のデータとして次の 2 ケースを設定し

て検討した． 

【Case A】鋼管とポリエチレン管の耐震化率を平成 17

年度と同等の値とする（脆弱性指数のと

りうる値の最小値を評価）． 

【Case B】鋼管とポリエチレン管の耐震化率をゼロと

する（脆弱性指数のとりうる値の最大値

を評価）． 

本研究では，平成 16 年度以前の扱いとしては上記

Case A を採用するものとする．平成 19 年度以降に導入

された耐震適合性については，考慮する場合としない場

合を比較する． 

また耐震化率については，耐震適合性を考慮しないケ

ース（平成 17 年度ベースの評価）では，ダクタイル鋳

鉄管（耐震型継手），鋼管（溶接継手），ポリエチレン

管（高密度，熱融着継手）を耐震性を有するものとした．

耐震適合性を考慮するケースでは，配水本管に関しては

これらにダクタイル鋳鉄管（K 形継手等を有するものの

うち良い地盤に布設されている），ステンレス管（耐震

型継手），硬質塩化ビニル管（RR ロング継手）を加え

た．配水支管に関しては，さらに硬質塩化ビニル管

（RR継手）を耐震性を有するものとした． 

図-17 は，簡易評価による配水管（本管＋支管）の脆

弱性指数と耐震化率の推移を示したものである．脆弱性

指数はほぼ一定のペースで値が減少しており，平成 7～
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22 年度の 15 年間で 1.004 から 0.741 に減少した（74%）．

耐震適合性を考慮すると 0.626 まで減少しているが

（62%），データ区分上の変化も含まれるため，経年変

化の実態については不明である．耐震化率は 3.1%から

10.4%に増加した（3.4 倍）．耐震適合性を考慮すると，

17.2%に達する（5.5倍）． 
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図-17 脆弱性指数と配水管耐震化率の経年推移 

 

 

7.  おわりに 
 

本研究で得られた主な成果を以下に要約する． 

(1) 水道統計（平成 22年度版）に基づいて，全国水道事

業者の配水管（本管＋支管）の「脆弱性指数」を評

価し，各事業者の給水区域単位でのマップを作成し

た． 

(2) これに基づいて，上水道機能の地震時被害・復旧予

測モデルのパラメータである「配水管の地震時脆弱

性を考慮した等価震度」を求める際に必要な「等価

震度差」の全国マップを作成した． 

(3) 上記マップに関しては，K 形継手ダクタイル鋳鉄管，

溶接鋼管，RR 継手・RR ロング継手硬質塩化ビニル

管の耐震適合性を考慮したケースと考慮しないケー

スについて求めた．両者の比較から，脆弱性指数の

低減傾向について定量的に明らかにした． 

(4) 全国水道事業者の配水管網を特徴づける統計指標の

中から，脆弱性指数との因果関係の存在が考えられ

るものとして，「給水人口一人あたり配水管延長」

を挙げた．その短さはスケールメリットと関連付ら

れ，布設替えの効果が高いことを示唆している． 

(5) 脆弱性指数のばらつきを地域格差ととらえ，ジニ係

数を用いて定量評価した．耐震適合性の考慮により，

全水道事業者間のジニ係数は 0.264 から 0.312 に増加

した．一方，都道府県間のジニ係数は 0.140 から

0.132 とわずかに減少した．都道府県内の水道事業者

間のジニ係数については脆弱性指数とあわせて広域

比較を行った．九州・中国・四国地方の県内では，

県内格差が小さく脆弱性指数の高いこと等がわかっ

た． 

(6) 脆弱性指数および耐震化率の全国水道事業者の平均

値の経年推移を示して，それらの長期トレンドに関

する考察を行った．耐震適合性を考慮しない場合，

平成 7～22 年度の 15 年間で脆弱性指数は 1.004 から

0.741 に減少し，耐震適合性を考慮すると 0.626 まで

減少することが明らかとなった．本研究では積極的

に耐震適合性を認めるような係数設定を行ったが，

脆弱性指数の過小評価とならないように注意が必要

である．例えば，レベル 1 地震動とレベル 2 地震動

で，耐震適合性を考慮した結果と考慮しない結果を

使い分けるなどの方法が考えられる． 
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SEISMIC VULNERABILITY ASSESSMENT OF WATER DISTRIBUTION 
PIPELINES BASED ON STATISTICS ON WATER SUPPLY IN JAPAN 

 
Nobuoto NOJIMA and Hiroki KATO 

 
Seismic vulnerabilities of water distribution pipelines all over Japan were evaluated based on the data-

base of “Statistics on Water Supply” in terms of “vulnerability factors” proposed by the authors. Rela-
tionship between vulnerability factors and several statistical indices describing system characteristics of 
each water supplier was examined. The effect of recent revision of seismic resistant capability of several 
types of pipe matelials and pipe joints was also considered. The regional disparities of the vulnerability 
factors were quantified using Gini coefficients, demonstrating a diversity in terms of seismic vulnerability. 
Long term trend of nation-wide vulnerability factors from 1994 through 2010 was also evaluated.  
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